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会　　　　議　　　　録 

 
会 議 の 名 称 弘前市いじめ防止等対策審議会第１回定例会議

 
開 催 年 月 日 令和６年８月２７日（火）

 
開始 ・ 終了時 刻 午後３時３０分　から　午後５時　まで

 
開 催 場 所 岩木庁舎２階　会議室４

 
議 長 等 の 氏 名 会　長　中村　和彦

 

出 席 者

副会長　福島　裕敏 

委 員　鍋嶋　正明 

委 員　大里　絢子 

　委 員　大湯　惠津子

 

事 務 局 職 員 の 
職 氏 名

　学校指導課長　　　　工藤　利彦 

教育センター所長　　成田　頼昭 

　学校指導課長補佐　　佐藤　一晃 

　学校指導課指導主事　齋藤　貢一　

 

会 議 の 議 題

（１）弘前市学校危機対応緊急支援チームについて 

（２）令和５年度の「いじめ」に関する状況報告 

（３）令和６年度１学期中の「いじめ」に関する状況報告

 

会議 資 料の名 称

・資料１　弘前市学校危機対応緊急支援チーム設置要綱 

・資料２　令和５年度 弘前市立小・中学校のいじめの状況 

・資料３　令和６年度１学期中の「いじめ」に関する状況報告

 会　議　内　容 
 

（ 発 言 者 、 
発 言 内 容 、 
審 議 経 過 、 
結 論 等 ）

（議長） 
「本市における『いじめ』に関する状況報告」及び「審議」については

個人情報が含まれることから、運営規則第４条第４項に基づき、これを

公開しないことでよろしいか。 
（異議なし） 
（議長） 
初めに、弘前市学校危機対応緊急支援チームについて、事務局より説

明をお願いする。  
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 （事務局） 
「弘前市学校危機対応緊急支援チーム」とは、資料にあるように、「学 
校内外において、いじめによる自殺や外部侵入者に代表される重大事 
件や事故等が発生した場合に、まずは初動の３日間において、学校の混 
乱を最小限に抑え、学習環境を回復し、事実解明を公正・客観的に行う 
ことなどを目的とした組織」を指す。 
また、支援対象は、 

（１）児童生徒の死亡や重大な傷害などの事件、事故 
（２）いじめ防止対策推進法に規定する「生命心身財産重大事態」 
（３）その他教育上著しく影響があると認められる生徒指導上の諸        

問題等 
であり、支援内容として、  
（１）危機対応に関する支援 
（２）心身の健康の維持・回復に関する支援 
を想定している。 
学校からの報告、相談、要請を受けた際には、市長の 指示により、

教育長が支援チームの統括に当たり、チームを当該学校へ 派遣し、チ

ームの代表として指揮を執ることとしている。 
補佐役として、教育部長、学校教育推進監、そして、法務指導監が支  

え、校長への指示・助言に当たる。 
支援内容のうち、主に「危機対応支援」には、教育委員会各課の職員

が、保護者やマスコミの対応、教員サポート、関係機関連携の支援に当

たり、「心身健康の維持･回復支援」には、外部専門家である医療関係者

や臨床心理士をはじめとして、状況に応じて、市長部局健康増進課から 
保健師、臨床心理士等、こども家庭課から家庭相談員等の協力を得て、

児童生徒やその保護者の個別ケア等に当たる。  
なお、学校からの要請がなくても出動することを想定している。 
いじめ防止等対策審議会の皆様には、外部専門家の人選など、随時の

御助言をいただければと考えている。 
設置要綱の第４条にあるように、支援チームの派遣日数は３日以内 

を基本とし、外部専門家には第５条にある謝金及び旅費を支給するこ 
ととしている。 
以上である。 

（議長） 

ただ今の説明に対して質問・意見はないか。 

（委員） 
外部団体には派遣依頼をすることになると思う。依頼が想定される

団体には、事前に説明しているのか。 
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 （事務局） 
  　確認し、必要に応じて対応する 

（委員） 

　外部専門家を依頼する際に、どういうシステムでどこにお願いする

のか、明確であった方がよいのではないか。市の中の組織であればすぐ

に対応できると思うが、外部の場合は、協力を得られなかったり、人選

に時間がかかったりし、初動３日に間に合わないことも考えられる。 

（事務局） 

　派遣、そして、実務開始までのフローを整えたいと思う。 

（委員） 

　臨床心理士であれば、臨床心理士協会になるのか。医療関係だと小児

科、精神科等、様々考えられると思う。 

（事務局） 

　臨床心理士は臨床心理士協会、医療関係だと医師会に相談になると

考える。 

（委員） 

　いずれにしても打合せをしておいた方がよい。 

 

（議長） 

　次に、令和５年度の「いじめ」に関する状況報告について説明をお願

いする。 

（事務局） 

　いじめの認知件数は、小・中学校を合計すると、令和４年度に比べて

減少傾向にあるものの、コロナ禍以前の件数と比較すると上回ってい

た。 

　このことについては、新型コロナウイルス感染症が５類に移行し、部

活動や学校行事などの様々な活動が再開されたことにより、生徒間の

接触機会が増加したことが背景にあると捉えている。 
また、一方で、各学校においていじめの定義やいじめの積極的な認知

に対する理解が広がり、疑いの段階から早期に対応している成果であ

るとも捉えている。  
「いじめの態様」については、小・中学校とも、「冷やかし・からか

い、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる」の項目が最も多い。次いで、

小・中学校ともに、「ぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする」

といった「暴力行為」が多く、次に「嫌なことや恥ずかしいこと、危険

なことをされたり、させられたりする」となっていた。  
なお、中学校では、「パソコンや携帯電話等で誹謗中傷や嫌なことを

される」の項目が令和４年度から増加した。  
 　続いて、「いじめ発見のきっかけ」についてお伝えする。小・中学校
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 ともに、被害児童の保護者からの訴えや相談で認知したものが最も多

く、次に多いのは、小学校は学級担任、中学校は学級担任以外の教職員

となっており、教室内外で起こったいじめに早期に対応できているこ

とがうかがえる。  
一方で、小・中学校ともに本人から学校教職員への直接的な訴えが減

少しており、相談しやすい環境づくりや信頼関係の構築が必要である

と捉えている。 
最後に、昨年度のいじめの認知件数を、月毎と学期毎にまとめると、  

小・中学校ともに、入学又はクラス替えをし、新しい人間関係が構築さ

れ、学級集団としての活動が本格的に始動する５月や、学校行事が盛ん

に実施される時期に認知件数が増加する傾向にあった。友人関係、勉

強、過度な競争意識などがストレスの要因となり、いじめに結び付いて

いることが推察されることから、一人一人の居場所を大切にした授業

づくりや集団づくりがより一層求められると捉えている。 
　令和５年度の報告は以上である。  
（議長） 

ただ今の説明に対して質問・意見はないか。 

（委員） 
　中学校では１０月～１１月にいじめの認知件数が増える。これから

その時期を迎えるが、どのようなことに気を付けていけばよいのだろ

うか。 

（事務局） 

中学校の学校行事は９月頃までがピークである。一般的に１０月頃

から１２月頃は一段落し、教職員が校内研修等の授業研究に力の入る

時期となる。そのため、要因の一つとして、教員が子どもから目が離れ

ることもあると考える。９月まで、子どもの中にあった様々な不満やス

トレスなどが、教師の目が離れたときに出てくる、というのがこのタイ

ミングなのかもしれない。 

（委員） 

　１０月から１２月は学校行事が少ないと思っていたため、なぜいじ

めが増えるのかという疑問があった。今の説明に納得する。 

中学校は特に行事を節目にして活動していると思う。行事があると

きはトラブルが無いように過ごせたが、後で出てくるのであれば、学校

で共通認識をしておく必要があると考える。 

（委員） 

　日常的には実施できないものの、アンケートで発見できるいじめが

あると思う。その一方で、何かあったときにすぐに本人からの申し出が

できるよう、例えば端末などの利用もあればいいのではないだろうか。 
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 （事務局） 

　本人にとって話しにくいことを、アンケートで発見できることは大

切である。また、何かあったときにタイムリーに相談、報告できるよう

な体制を考えると端末も有効であると思う。しかし、アンケートの様式

より、どのように子どもの気持ちを吸い上げるかが課題になってくる

と考える。小学校低学年でも可能な対応が必要である。 

（委員） 

　本当に些細なことでも上がってくると思うが、結果としてそのよう

な対応ができるということが抑止力にもなると思う。 

（委員） 

　仕組みを含めて、児童生徒に理解してもらうことが大切だと思う。 

（委員） 

　ＳＮＳやＬＩＮＥでの誹謗中傷があった場合の対応はどうなってい

るか。各学校に委ねられているのか。 

（事務局） 

　投稿者等が特定できる場合は、学校で対応できるが、不特定多数にな

ってしまうと学校では無理である。以前であれば、学校で手に負えない

場合は、運営会社に削除を依頼する等をしていたが、今はＳＮＳの種類

が多すぎて一律の対応が難しい。各学校に対応をはっきりと文書で通

知しているわけではないが、研修会等での助言の形として、教員には

「投稿者等が特定できない場合は、警察にお願いするしかない。保護者

に対してもそのように伝えるべきである。」という示し方はしている。 

 

（議長） 

　続いて、令和６年度１学期中の「いじめ」に関する状況報告をお願い

する。 

（事務局） 

今年度、４月から７月までの市立小・中学校のいじめの状況につい

て、報告する。 
　まず、「認知件数」については、小・中学校ともに令和５年度の同時

期と比べ、ほぼ同数である。 
「いじめの態様」については、小・中学校ともに、昨年度の傾向と同

様に、「冷やかし・からかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる」

の項目が最も多く、次いで、小・中学校ともに暴力行為が多くなってい

る。また、中学校においては、「金品を隠されたり、盗まれたり、壊さ

れたり、捨てられたりする」や「パソコンや携帯電話等で誹謗中傷や嫌

なことをされる」の件数が例年と比べ増加傾向にある。 
市教育委員会では、今年度も市立全小・中学校での計画訪問におい

て、一人一人の居場所を大切にした学び合う授業づくりと、互いの違い



 6 / 7 

 を認め・生かし、みんなが安心して過ごせる集団づくりに取り組むよう

指導・助言してきた。いじめの対応について、機会を逃さずに指導する

ことはもちろんのこと、未然防止の観点から、子どもたちのコミュニケ

ーションのスキルを高めるプログラムの実践や、情報モラル教育の充

実、授業づくりと集団づくりを基盤とした共感的な人間関係の育成、安

全・安心な風土の醸成を図ることを引き続き推進していく。 
また、生徒指導の研修会等において、いじめの疑いがある場合は、そ

の段階で積極的に認知し、早期に対応することで深刻な事態を防ぐよ

う引き続き依頼していく。 
続いて、「いじめ発見のきっかけ」についてお伝えする。 
昨年度同様、今年度も小・中学校ともに、被害児童生徒の保護者から

の訴えや相談で認知したものが最も多くなっている。また、今年度は、

小・中学校ともに本人からの訴えによるものが、増加していることが特

徴である。新たな年度を迎え、入学、又はクラス替えなどもきっかけに、

児童生徒が相談しやすい環境や、教師との信頼関係が構築されている

表れと捉えることができ、このことは、いじめの早期発見、早期対応に

つながっていくことが期待される。 
（議長） 

ただ今の説明に対して質問・意見はないか。 

（委員） 

　いじめに関するスクールカウンセラーの役割や関わりはどのように

なっているのか。 

（事務局） 

　スクールカウンセラーは、学校に派遣されるのが月に１～２回程度

のため、学校側としては、いじめ等が発生した後に、学校の関わりにつ

いての助言や子どもへの面談をスクールカウンセラーに依頼するとい

う形をとっていることが多い。いじめ発見というより、起きたいじめに

関するアドバイザー的な部分が役割となる。 

市が配置している「心の相談員」とともに、スクールカウンセラーの

来校日に合わせて今後の対応を話し合ったり、学校の生徒指導の会議

に同席してもらったりしている。なお、いじめに限ったことでなくても

保護者とスクールカウンセラーが面談をすることもある。 

（委員） 

　月に１回程度の来校では不十分な点があると思う。子どもたちの悩

みや困ったことを引き出す体制にはなっていないということか。 

（事務局）  

　発生した問題について、スクールカウンセラーには学校の関わり方

など専門的な助言を依頼することになる。 

（委員） 
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 自殺対策も含めてスクールカウンセラーの役割がある。今の状況だ

と、子どもの自殺対策について予兆を捉えることのできる勤務状況に

はないと思う。弘前市だけではなく青森県全体がそうだと思うが、子ど

もたちの苦しい予兆を捉えるような体制ではないなら、どうしても担

任の先生がその役を担うことになる。子どもの予兆をどう捉えるかが

一つの課題だと思う。 

（委員） 

　学校によっては、スクールカウンセラーが教員に対して、ＳＯＳの受

け止め方の研修をして、教員がアンテナを高めることができるように

している。そのようにして派遣回数の不足を補っている。 

（事務局） 

校内研修の講師になっていただくこともある。 

 

（議長） 

　他に御意見はあるか。他の意見等がないようなので、これで本日の協

議会を終了する。


